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１ 評価の基本方針 

 

１  評価の趣旨 

 地方独立行政法人法に基づき、公立大学法人滋賀県立大学（以下「法人」とい

う。）は、中期目標・中期計画に沿って適正かつ効率的な法人運営に努め、滋賀

県公立大学法人評価委員会（以下「本委員会」という。）は、第３期中期目標期

間（平成 30 年度～令和５年度）の期間終了時に見込まれる業務運営の実績等に

ついて、目標期間のうち４年間が経過した段階で、過年度の実績・評価を基に厳

正に評価を行う。 

 

２ 評価の基本的な考え方 

（１）評価は、中期目標・中期計画の達成状況を踏まえ、法人の業務運営等につい

て多面的な観点から総合的に行い、効果的な取組や改善すべき点等を明らかに

するなど法人の業務運営等の質的な向上に向けた継続的な取組に資するもの

とする。 

（２）評価は、中期目標・中期計画の見直しや次期中期目標・中期計画の検討に資

するものとする。 

 

３ 評価の方法 

（１）評価は、法人の自己評価に基づいて行うことを基本とする。 

（２）評価は、「全体評価」と「項目別評価」により行う。 

   ① 「全体評価」は、「項目別評価」の結果を踏まえ、中期計画の進行状況全

体について総合的な評価を行う。   

   ② 「項目別評価」は、当該中期計画に定めた事項ごとに法人が自己評価・自

己点検を行い、これを基に本委員会において検証・評価または進行状況の確

認を行う。 

        具体的には、次の２つの項目について、評価を行う。 

         ・大学の教育研究等の質向上 

         ・大学経営の改善 

なお、「項目別評価」のうち、「大学の教育研究等の質向上」に関する項

目については、事業の外形的、客観的な進行状況の評価を行う。 

 

２ 全体評価 

 

１  評価結果 

  平成 18年度に公立大学法人となった滋賀県立大学（以下「県立大学」という。）

は、第１期中期目標期間の６年間（平成 18 年度～平成 23 年度）において、「人

が育つ大学」、「地域に根ざし、地域に学び、地域に貢献する大学」、「進化す

る総合大学」を念頭に業務の遂行にあたり、学科再編等や地域活動に関する教育

の充実、国際化への対応など、今後のさらなる発展に向けた基礎を築いた。本委

員会においても、「全体として中期目標は達成された」との評価を行ったところ

である。 

また、第２期中期目標期間（平成 24年度～平成 29年度）においても、第１期

の実績を踏まえ、「選ばれる大学」、「満足度が高い大学」、「誇れる大学」を

目指し、先進の知識・情報・技術とともに実践的な教育で培った柔軟な思考力と

豊かな創造力を備え、自らの力で未来を拓いていく「知と実践力」を備えた人材

の育成に着実に取り組んできた。本委員会においても、「全体として中期目標は

達成された」との評価を行ったところである。 

第３期中期目標期間（平成30年度～令和５年度）においては、平成30年度に

「滋賀県立大学ＳＤＧｓ宣言」を行い、毎年ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の

推進に積極的に取り組まれ、ＳＤＧｓの地域拠点として様々な活動を行われてい

る。県立大学の学生教育プログラム「近江楽座」においてもＳＤＧｓを掲げ、学

生が地域での活動を積極的に行っており、今後も地域のニーズに応じた活動を実

施し、社会に貢献することが見込まれる。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴い、学修機会の確保が課題と

なる中、すべての学生が円滑に受講できる環境を整備したことや、生活に困窮す

る学生に対して、食料支援を継続的に実施していることは非常に評価できる。収

束までに時日を要することから今後も必要な支援を必要な学生に提供すること

を期待する。 

大学経営においては、平成 30 年度より、教育研究や大学運営に関する情報を
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一元的に収集・蓄積・分析し、改善施策の立案・実行・検証を行うＩＲ（インス

ティテューショナル・リサーチ）の導入に向けた検討を始められ、令和２年度に

ＩＲ推進室を設置された。今後は、大学運営における課題を把握し、施策立案や

意思決定等に活用することを期待する。 

以上、県立大学がこれまで培ってきた成果や法人化後の取組を活かしながら、

「人が育つ」という視点や社会との連携・交流を念頭に中期目標の達成に向け取

り組んだ結果、中期計画53項目中 52項目（98.1％）において、「Ⅳ 中期計画

を上回って実施している」、「Ⅲ 中期計画を概ね順調に実施している」と認め

られ、中期計画の進行状況については「Ｂ 達成状況が概ね良好となる見込みで

ある」と判断される。中期計画を十分に実施できていないと判断された項目につ

いては、早い段階での計画達成を求めたい。 

第３期中期目標期間も４年が経過し、いよいよ仕上げの時期に入る。本委員会

の行う評価が、法人の自主的かつ継続的な業務運営の見直し・改善を促し、現中

期目標期間において、更なる業務内容の質的向上、業務運営の効率化、透明性の

確保に資するとともに、次期中期目標および中期計画の策定に活用されることを

期待する。 

 

  
Ｓ 

特筆すべき

達成状況 

 
Ａ 
良好 

 

 
Ｂ 
概ね 
良好 

 
Ｃ 
やや 

遅れる見込 

 
Ｄ 

重大な 
改善事項 
がある見込 

 
Ⅰ 

大学の教育研究 
等の質向上 

 ○    

 
Ⅱ 

大学経営の改善 
 

  ○   

 

    【評価の判断基準】 

        Ｓ：「特筆すべき達成状況となる見込みである」（評価委員会が特に認める場合） 

        Ａ：「達成状況が良好となる見込みである」（全てⅣまたはⅢ） 

        Ｂ：「達成状況が概ね良好となる見込みである」（ⅣおよびⅢの割合が９割以上） 

        Ｃ：「やや遅れる見込みである」（ⅣおよびⅢの割合が９割未満） 

        Ｄ：「遅れる見込みであり、重大な改善事項がある見込みである」 
（評価委員会が特に認める場合） 

       ※ 上記の判断基準は、計画の進行状況を示す際の目安であり、 
大学を取り巻く諸事情を勘案し、総合的に判断するものとする。 
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２  特筆すべき事項、今後の取組を期待する事項等 

 
（１）特筆すべき事項 

 
○大学院課程の充実 

・平成 30 年度に大学院人間看護学研究科への助産師養成課程の承認を受け

たことのみならず、県内で唯一、高度実践看護師教育課程の認定を受けた

こと、養護教諭専修免許に係る教職課程の認定を受けたことで、大学院課

程の充実に繋がっている。 
 

○男女共同参画に向けた取組 

・全国ダイバーシティネットワークに参画し、女性研究者活躍促進に向けた

環境整備等に取り組む機関としての認定や、女性限定の教員公募を行うな

ど、男女共同参画に向け、積極的に取り組まれた。また、令和２年度から

女子中高生にモノづくりや理系的思考の面白さと楽しさを理解してもら

い理系進路選択への動機づけを行う取組などが行われている。 

 
○ＳＮＳ等を利用した大学の活動発信 
・卒業生が制作スタッフとして関わり、大学キャンパスを舞台に在学生が出

演するミュージックビデオを令和元年度から動画配信サイトで発信して

おり、５万４千回を超える再生回数等を記録している。また、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を受け、地域貢献等についても活動が制限される中、

地域貢献活動に関する活動紹介動画をＳＮＳに投稿するなど、様々な手法

で大学の活動を広報している。 
 

（２）今後の取組を期待する事項 
 

〇大学発ベンチャー制度に関する取組 

・学生による研究成果を活用した新たな技術やビジネスモデルを用いた起業

や新規事業の立ち上げを支援するため、令和元年度に大学発ベンチャー制

度を創設された。学生や教職員が関与した起業の環境が整ったことから、

今後の取組に期待する。 

 
○ＳＤＧｓの推進に向けた取組 
・ＳＤＧｓの推進にも積極的に取り組まれており、地域化の拠点として、「Ｓ

ＤＧｓ取組方針」を策定するなど、普及啓発や人材育成の取組を進められ

ている。コロナ禍においても、「キャンパスＳＤＧｓびわ湖大会」をオン

ラインで開催するなど、様々な工夫を凝らして継続されていることから、

今後も発展的な活動を行うことを期待する。 
 
○地域課題の解決に向けた取組 

・大学の特色的な取組である近江楽座の活動団体「政所茶レン茶゛ー」や

「座・沖島」が中山間地域の活性化を目的とする「しがのふるさと支え合

いプロジェクト」により、地域団体と協定を締結するなど、具体的な成果

として顕在化している。また、「地域ひと・モノ・未来情報研究センター」

では、ＩＣＴを活用し、地域の団体や企業等と連携して、農業や観光など

の具体的な事例について、地域課題の解決に取り組まれている。このよう

な取組は、学生の実践的な知識や経験を高めることにつながるため、今後

も特色のある教育の推進に取り組むことを期待する。 

 
○若手研究者向けの支援 
・科学研究費採択率向上のための若手研究者向け支援制度が令和元年度に整

備された。この制度を活用することで、若手研究者が外部競争的資金を獲

得できており、研究者育成方針に基づく計画的な支援に繋がっているとい

えることから、今後の取組に期待する。 
 

（３）大学から報告のあった事項のうち、特記すべき内容 

 

○不正経理事案への対応 

・教員が学生を巻き込んだ不正経理事案について、再発防止策の策定・実施
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および教職員のコンプライアンス意識の向上に向けた取組が求められる。  
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３ 項目別評価 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質向上 

  本項目の評価については、評価の基本方針にもあるとおり、事業の外形的、客観

的な進行状況の評価を行うこととされている。このような観点から評価したとこ

ろ、中期計画記載の項目32項目中 32項目が「Ⅳ 中期計画を上回って実施してい

る」、「Ⅲ 中期計画を概ね順調に実施している」と認められ、中期計画の進行状

況については、「Ａ 達成状況が良好となる見込みである」と判断される。 

 

 
  【進行状況の基準】 

       Ⅳ：「中期計画を上回って実施している」 

       Ⅲ：「中期計画を概ね順調に実施している」 

       Ⅱ：「中期計画を十分に実施できていない」 

       Ⅰ：「中期計画を全く実施できていない」            
 

   ▽評価できる項目 
 

○学生への支援に関する目標を達成するための措置 

(12)  修学支援新制度の実施および新型コロナウイルス感染症対策に対する

学修環境の整備等、刻々と変化する社会情勢等に柔軟に対応し、学修機会

の確保に努めたことは評価できる。今後は、適時・的確に学習・生活支援

を行うための「学生支援マニュアル」の作成を進め、学内連携を強化し、

学生支援体制の充実を図ることを検討されており、計画を十分に達成する

見込みである。 

○研究水準および研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

(19)  学位論文・紀要・年報の公表に関してガイドラインを定め、ホームペ

ージにおいても、「学内研究助成による採択実績」のデザインをリニュー

アルするなど、研究成果の効果的な公表に努めた点は評価できる。今後は、

各学部等の公表内容をさらに整備・充実することを検討しており、計画終

了時には、策定時の３倍以上の掲載数を見込んでいることから、計画を十

分に達成する見込みである。 
 

○研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

(21)  若手研究者の科学研究費の採択率を向上させるため、計画的に支援制

度を整備されていることは評価できる。今後は、学生向けの研究倫理・情

報倫理教育についても、系統的な教育方法の構築が検討されており、計画

を十分に達成する見込みである。 

 

○地域社会等との連携に関する目標を達成するための措置 

(23)  地域課題等の解決に取り組むための相談窓口を設置するなど、地域と

のリエゾン機能を強化しており、相談数は年々増加している。また、SDG
ｓの普及啓発にも力を入れ、持続可能な社会づくりに様々な視点から積極

的に取り組んでいる点は評価できる。今後も、中期目標に掲げる「地域貢

献のリーディングモデル」を目指し、SDGｓの普及啓発に継続して取り組

まれることから、計画を十分に達成する見込みである。 
 

  

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計 

法人の自己評価 
項目数 4 28  － 32 

割 合% 12.5 87.5  － 100.0 

評価委員会評価 
項目数 4 28  － 32 

割 合% 12.5 87.5  － 100.0 
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Ⅱ 大学経営の改善 

  本項目については、中期計画記載の項目21項目中20項目が、「Ⅲ 中期計画を概

ね順調に実施している」と認められ、中期計画の進行状況については、「Ｂ 達成

状況が概ね良好となる見込みである」と判断される。なお、法人の自己評価におい

て「Ⅱ 中期計画を十分に実施できていない」と判断された寄附金等の獲得につい

ては、コロナ等の要因もあり、思うように進んでいない部分はあるが、毎年度工夫

を重ねながら、寄附金を獲得するため尽力されていることから「Ⅲ 中期計画を概

ね順調に実施している」と評価している。 

 

 

   ▼課題となる項目 
 

○施設設備等の整備・活用に関する目標を達成するための措置 

(46)  県立大学の強みを生かした人材育成・持続的な教育研究活動等を継

続・発展させるため、施設設備等の整備・活用ができるよう、令和４年中

に、令和２事業年度評価結果において課題とした「将来的な発展に寄与す

る整備計画」や大学の将来像を県に提示するとともに、県と連携の上、計

画的に取り組むこと。また、県にも大学の継続的な発展に必要な助言や支

援を行っていただきたい。 

 

 

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計 

法人の自己評価 
項目数 － 19 2 － 21 

割 合% － 90.5 9.5 － 100.0 

評価委員会評価 
項目数  20 1 － 21 

割 合%  95.2 4.8 － 100.0 


